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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

回次 
第91期 

第３四半期 
連結累計期間 

第92期 
第３四半期 
連結累計期間 

第91期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (千円) 14,017,275 14,529,040 20,452,573 

経常利益 (千円) 428,602 684,791 1,085,700 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(千円) 260,231 418,863 652,854 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 306,249 560,926 72,377 

純資産額 (千円) 11,556,065 11,765,762 11,322,120 

総資産額 (千円) 27,770,958 26,342,937 26,876,663 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 6.66 10.72 16.72 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 41.6 44.7 42.1 
 

回次 
第91期 

第３四半期 
連結会計期間 

第92期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成27年10月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年10月１日 
至  平成28年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額  (円) 1.66 1.56 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善がみられる一方で、個人消費は停滞す

るなど国内消費の本格的な回復には不透明な状況が続いております。また、海外経済については英国のＥＵ離脱問

題、アジア新興国および資源国等の経済減速、米国の政治情勢など先行きの不透明さが強まる状況で推移いたしま

した。 

このような環境のもと、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高につきましては、大型軸発電システムや水

車発電機等の大型機種が増加したことにより、14,529百万円（前年同四半期比3.7%増）と前年同四半期を上回りま

した。 

損益につきましては、競合他社との価格競争の激化など厳しい経営環境が続くなか、総力を結集して原価低減活

動や生産性向上、大型回転機工場のフル活用、販売管理費削減などの損益改善に取り組みました結果、営業利益は

655百万円（前年同四半期比52.2%増）、経常利益は684百万円（前年同四半期比59.8%増）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は418百万円（前年同四半期比61.0%増）と、前年同四半期を大幅に上回りました。 

当社グループは単一セグメントであるため、主要製品別に業績を示すと次のとおりであります。 

船舶用電機システムにつきましては、フェリーならびにコンテナ船向け大型軸発電システムの納入があったこと

およびサブマージド（極低温液中）モータが好調だったことにより、売上高は7,926百万円（前年同四半期比12.4%

増）と前年同四半期を上回りました。 

発電・産業システムにつきましては、水車発電機および再生可能エネルギー案件は堅調に推移したものの、再開

発が進む首都圏以外の民間向け常用・非常用発電装置の低迷により、売上高は6,602百万円（前年同四半期比5.2%

減）となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末から533百万円減少し26,342百万円となりまし

た。 

流動資産の残高は、456百万円増加し13,907百万円となりました。主な増加要因は、現金及び現金同等物（現金及

び預金、グループ預け金）の増加561百万円、商品及び製品の増加344百万円、仕掛品の増加469百万円等でありま

す。一方、主な減少要因は、受取手形及び売掛金の減少938百万円等であります。 

固定資産の残高は、990百万円減少し12,435百万円となりました。主な要因は、有形固定資産が一部売却等により

896百万円減少したことであります。 

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ977百万円減少し14,577百万円となり

ました。 

流動負債の残高は、633百万円減少し7,466百万円となりました。主な増加要因は、支払手形及び買掛金の増加484

百万円等であります。一方、主な減少要因は、その他流動負債の減少1,053百万円等を反映したものであります。 

固定負債の残高は、前連結会計年度末から344百万円減少し7,111百万円となりました。これは主に、退職給付に

係る負債が354百万円減少したことによります。 

当第３四半期連結会計期間末における純資産残高は、前連結会計年度末に比べ443百万円増加し11,765百万円とな

りました。主な増加要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益418百万円であります。一方、主な減少要因は、剰

余金の配当117百万円であります。 

以上より、自己資本比率は、前連結会計年度末の42.1%から44.7%へと2.6%上昇しました。 

  
(3) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は112百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年12月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成29年２月10日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 39,095,000 39,095,000 
東京証券取引所 
市場第二部 

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であり、単元株式
数は1,000株であります。 

計 39,095,000 39,095,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成28年10月１日～ 
平成28年12月31日 

－ 39,095 － 2,232,562 － 500,062 
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(6) 【大株主の状況】 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(注）１．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株含まれております。 

   また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。 

３．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式327株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(注)  当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、55,837株であります。 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成28年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式     55,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 38,907,000 38,907 ― 

単元未満株式 普通株式    133,000 ― ― 

発行済株式総数 普通株式  39,095,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 38,907 ― 
 

    平成28年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
西芝電機株式会社 

兵庫県姫路市網干区浜田
1000番地 

55,000 ― 55,000 0.14 

計 ― 55,000 ― 55,000 0.14 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。  

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

第91期連結会計年度 新日本有限責任監査法人 

第92期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間 ＰｗＣあらた有限責任監査法人 

また、ＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月１日をもってＰｗＣあらた有限責任

監査法人となっております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 375,062 128,548 

    グループ預け金 1,320,143 2,127,746 

    受取手形及び売掛金 8,256,504 ※1  7,318,368 

    商品及び製品 887,118 1,231,602 

    仕掛品 1,932,202 2,402,182 

    原材料及び貯蔵品 128,568 179,300 

    その他 563,576 529,979 

    貸倒引当金 △12,650 △10,681 

    流動資産合計 13,450,525 13,907,046 

  固定資産     

    有形固定資産     

      土地 8,218,375 8,217,086 

      その他（純額） 3,390,961 2,495,454 

      有形固定資産合計 11,609,337 10,712,541 

    無形固定資産 26,888 32,965 

    投資その他の資産     

      投資その他の資産 1,789,911 1,691,182 

      貸倒引当金 - △799 

      投資その他の資産合計 1,789,911 1,690,383 

    固定資産合計 13,426,137 12,435,890 

  資産合計 26,876,663 26,342,937 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 5,063,931 ※1  5,548,873 

    未払法人税等 164,776 95,193 

    引当金 171,490 176,230 

    その他 2,698,959 1,645,804 

    流動負債合計 8,099,158 7,466,102 

  固定負債     

    再評価に係る繰延税金負債 2,450,827 2,450,433 

    引当金 77,141 90,123 

    退職給付に係る負債 4,901,970 4,547,062 

    資産除去債務 18,582 18,879 

    その他 6,861 4,574 

    固定負債合計 7,455,383 7,111,073 

  負債合計 15,554,542 14,577,175 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,232,562 2,232,562 

    資本剰余金 500,062 500,062 

    利益剰余金 4,089,132 4,391,769 

    自己株式 △9,643 △9,808 

    株主資本合計 6,812,113 7,114,586 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 19,811 28,691 

    土地再評価差額金 5,558,413 5,557,518 

    為替換算調整勘定 △16,920 △26,176 

    退職給付に係る調整累計額 △1,051,297 △908,858 

    その他の包括利益累計額合計 4,510,007 4,651,175 

  純資産合計 11,322,120 11,765,762 

負債純資産合計 26,876,663 26,342,937 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 14,017,275 14,529,040 

売上原価 11,091,694 11,410,849 

売上総利益 2,925,581 3,118,190 

販売費及び一般管理費 2,494,858 2,462,636 

営業利益 430,722 655,554 

営業外収益     

  受取利息 1,420 10,915 

  受取配当金 5,868 2,622 

  不動産賃貸料 24,372 23,865 

  為替差益 - 27,384 

  その他 3,946 4,073 

  営業外収益合計 35,609 68,862 

営業外費用     

  支払利息 9,691 4 

  為替差損 9,790 - 

  固定資産除却損 15,415 34,992 

  その他 2,832 4,627 

  営業外費用合計 37,729 39,624 

経常利益 428,602 684,791 

税金等調整前四半期純利益 428,602 684,791 

法人税、住民税及び事業税 15,247 191,157 

法人税等調整額 153,123 74,770 

法人税等合計 168,370 265,927 

四半期純利益 260,231 418,863 

非支配株主に帰属する四半期純利益 - - 

親会社株主に帰属する四半期純利益 260,231 418,863 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 260,231 418,863 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △13,830 8,879 

  為替換算調整勘定 △2,973 △9,255 

  退職給付に係る調整額 62,823 142,439 

  その他の包括利益合計 46,018 142,063 

四半期包括利益 306,249 560,926 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 306,249 560,926 

  非支配株主に係る四半期包括利益 - - 
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【注記事項】 

(追加情報) 

  

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

  

(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。 
 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

受取手形 ― 92,051千円 

支払手形 ― 101,912 〃 
 

  
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

減価償却費 223,792千円 270,857千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月10日 
取締役会 

普通株式 117,123 3.00 平成27年３月31日 平成27年６月12日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年５月13日 
取締役会 

普通株式 117,121 3.00 平成28年３月31日 平成28年６月15日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

当社グループは、「回転電気機械システム事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

当社グループは、「回転電気機械システム事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。  

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。  

  

 

項目 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

  １株当たり四半期純利益金額 6円66銭 10円72銭 

    (算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 260,231 418,863 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
  四半期純利益金額(千円) 

260,231 418,863 

    普通株式の期中平均株式数(株) 39,041,066 39,039,870 
 

― 13 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成29年２月10日

西芝電機株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西芝電機株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西芝電機株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

その他の事項 

会社の平成28年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に

係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び

監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成28年２月10日付けで無限定の結論を表明

しており、また、当該連結財務諸表に対して平成28年６月29日付けで無限定適正意見を表明している。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

ＰｗＣあらた有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    山    上    眞   人    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    岸      信  一    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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